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「救急活動」報告書要旨
１ 「見える化」分析の要旨

• 当庁と他都市を比べると心肺停止傷病者の1ヶ月生存率（11.9%）は、全国平均（13.0%）を下回っている。

• 傷病者に対して、いかに早く応急処置を実施し、適切な治療を受けられる病院に引き継ぐか、「組織の戦
略」と「現場のパフォーマンス」の両面からの検討が必要。

（１）組織の戦略

傷病者が発生したときに適切に対応するための日々の備え

①緊急性の低い救急需要の抑制

– 都における救急要請件数は全国と同様に増加を続けており、増加率はこの20年で約1.7倍（全国：約
1.8倍）となっている。

②必要な救急需要に対して、救急隊の機動的な運用等、適切に対応できる体制の整備

– 救急隊の出場頻度が高く、現場までの距離が長い地域がある

（２）現場のパフォーマンス向上

救急隊の枠を超えた取組等

③傷病者の周辺にいる一般市民（バイスタンダー）による、迅速かつ適切な応急手当

－ バイスタンダーによる応急手当実施率（43.8%）は、全国平均（55.8％）より低い

④早く現場に駆けつけ、必要な応急処置を講じる

－ 救急隊の現場到着時間（10.7分）は、全国平均（8.6分）より長い

⑤医療機関を傷病者の症状に合わせて迅速に見つける

－ 搬送先選定困難事案の割合（4.5％）は、全国平均（3.2％）よりも高い

⑥速やかに病院に搬送し、医師に引継ぐ

－ 現場出発から医師引継までの所要時間（19.2分）は、他都市より長い
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• 高齢者に重点をおいた普及啓発や更なる需要抑制策の検討（①）

（取組の選択肢）

– 高齢者に重点を置いた救急相談センター（#7119）の利用促進

– 傷病者のビッグデータ分析による普及啓発の効率化

⇒ 救急相談センター（#7119）認知率の目標値（2022年）を60％に設定する（2016年：53.8％）

• 救急隊の増隊・機動的運用（②④）

（取組の選択肢）

– 救急出場のビッグデータ分析による救急隊の増隊・機動的運用

⇒ 2020年までに出場からの現場到着時間7分を目標とする（2016年：7.5分）

• 救命講習の受講促進と口頭指導の実施体制の検討（③）

（取組の選択肢）

– 救命講習の受講促進（例：既受講者への応急手当意識調査による効果的な指導方策の検討及び実施）

– 応急手当の実施率向上（例：口頭指導を119番受付時から継続して実施する体制の検討）

⇒ 公共の場における応急手当実施率を2022年に70％とすることを目標とする（2016年：64.3％）

• 病院や関係局との連携強化に向けた取組の方向性（①⑤⑥）

（取組の選択肢）

– 福祉保健局や東京都医師会と連携し作成したガイドラインの実施状況を検証し、転院搬送を適正に運用

– 搬送先選定の迅速化（例：ICTを活用し傷病者情報の事前登録や救急アプリにより傷病者、救急隊、病
院間で情報共有）

– 都内及び他都市の調査分析により引継の現状を把握し、福祉保健局や東京都医師会と連携した、「医師
への早い引継ぎのルール化」を検討

２ 今後の改革の進め方
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都民の生命を守るためのアプローチ
傷病者に対して、いかに早く応急処置を実施し、適切な治療を受けられる病院に引き継ぐか、「組織の戦略」と「現場のパフォーマ
ンス」の両面からの検討が必要

序章

組
織
の
戦
略

現
場
の
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス

アウトカム 傷病者が発生したときに適切に対応するための日々の備え

① 緊急性の低い救急需要の抑制

② 必要な救急需要に対して、救急隊の機動
的な運用等、適切に対応できる体制の整
備

・救急搬送に占める軽症割合

・人口あたり救急隊数
・救急隊１隊あたり面積
・人口あたり救急救命士数

③ 傷病者の周辺にいる一般市民（バイスタン
ダー）による、迅速かつ適切な応急手当
（ＡＥＤ、心臓マッサージ）

④ 早く現場に駆けつけ、必要な応急処置を
講じる

・応急手当実施率

 迅速かつ適切な救急活動

・現場到着時間

⑤ 医療機関を傷病者の症状に合わせて迅
速に見つける

・搬送先選定困難事案の割合

⑥ 速やかに病院に搬送し、医師に引継ぐ ・現場出発から医師引継まで
の所要時間

 都民の１ヶ月生存率が向上
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・心肺停止傷病者の1ヶ月生存率
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資料：東京消防庁救急活動の現況、消防庁救急救助の現況
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東京消防庁管内

救急要請件数の推移

東京消防庁管内では、年間約78万件（1日当たり約2,130件）の救急要請がある。
都における救急要請件数は全国と同様に増加を続けており、増加率はこの20年で約1.7倍（全国：約1.8倍）と

なっている。

20年間で要請件数は
311,834件増加

【救急要請の特徴】
 高齢者の救急搬送が増えている（全搬送の50%）
 軽症者の割合が約半数を占めている（全搬送の53.8%）
 転院搬送で43,217人が搬送されている（全搬送の6.3％）



救急活動の流れ

組
織
の
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略

現
場
の
パ
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ォ
ー
マ
ン
ス

① 緊急性の低い救急需要の抑制

・広報、普及啓発
・救急相談、医療機関案内

② 必要な救急需要に対して、救急隊の機動的な
運用等、適切に対応できる体制の整備

・救急体制の基盤の強化
・人員配置の効率化と充実

東京消防庁

本庁
（企画調整部、総務部、人事部、警
防部、救急部）

救急相談センター（#7119)
（大手町、立川）

【具体例】
・都民向け広報
・救急相談センター（#7119）

【具体例】
・救急隊の増隊
・救急隊の機動的運用

通報者
↓

バイスタンダー

東京消防庁

災害救急情報センター
（大手町、立川）

各消防署 救急隊 251隊
（81消防署、3消防分署、208消防
出張所）

東京防災救急協会
（救急事業本部）

病院到着
/医師引継

病院へ
搬送

搬送先
の選定

救急隊の到着
/傷病者の観察・救護

救急隊
の出動

119番通報
傷病者
発生

③ 傷病者の周辺にいる
一般市民（バイスタン
ダー）による、迅速か
つ適切な応急手当（Ａ
ＥＤ、心臓マッサージ）

④ 早く現場に駆けつけ、必要な応急処置
を講じる

⑤ 医療機関を傷病
者の症状に合わ
せて迅速に見つ
ける

⑥ 速やかに病院に
搬送し、医師に
引継ぐ

監理団体
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東京の救急体制の全体像

傷病者

都民

◆サポートcab

◆患者等搬送事業者

◆初期救急医療（371所）
・在宅当番医
・休日夜間急患センター

◆二次救急医療（240所）
・救急告示医療機関

◆三次救急医療
・救命救急センター（26所）
・高度救命救急センター（4所）
・小児救命救急センター（4所）
・総合周産期母子医療センター（13所）

◆総務局
・市町村との

連絡調整

東京都

◆福祉保健局
・救急医療提供

体制の整備

東京消防庁

◆本庁
・企画立案、調整等
・救急機動部隊

◆災害救急情報センター
・出場指令

◆消防署
・救急隊（251隊）

国

◆総務省消防庁
・制度の企画、立案

救急医療

医療機関

医療機関への搬送

稲城市消防本部、大島町
消防本部、三宅村消防本
部、八丈町消防本部

患者等搬送事業

◆救急相談センター
(＃7119)

・緊急受診の要否
・医療機関案内

バイスタンダーによる応急手当
救急相談センター(＃7119)への問合せ

119番通報
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救急活動に関わる実施体制の全体像

実施体制は、東京消防庁と監理団体の公益財団法人東京防災救急協会に大きく分かれる。

消防職員
18,408人

非常勤職員
1,359人

東京消防庁

359
人

東京防災
救急協会

44人

151人

救急部

方面本部
【10方面】

消防署
【81署】

救急事業部

救急指導部

●救急施策の立案
●救急医療機関との連携
●救急機動部隊による救急活動
●救急相談センターでの電話対応

●方面内の救急業務の管理・調整
●方面内の救急隊員の指導・技能管理
●消防救助機動部隊による救急活動

●署内の救急業務の管理
●救急活動
●応急救護知識等の普及

●東京民間救急コールセンター
●患者用救急自動車運行事業

●応急手当講習普及業務
●大規模事業所に対する救助

救命講習

実施体制 （2017年4月1日現在） 役割分担

救急施策全体の統括
技術管理及び活動等の評価
救急隊の機動的な運用
救急相談センターにおける相談業務

方面内の救急業務の管理・調整
方面内の救急隊員の技能向上指導
大規模災害等における救助・救急活動

署内の救急業務の管理
救急要請への対応
普及業務

3人

1人

5人

186人

東京消防庁派遣職員

協会固有職員

常勤嘱託職員

非常勤職員

東京民間救急コールセンターの運営
患者用救急自動車運行事業

応急手当講習等の運営

消防職員 81人
非常勤職員 9人

消防職員
20人

消防救助機動部隊
(救急技術認定者)

81人

消防職員
(救急技術認定者)

5,338人
救急隊配置

2,241人
交代要員
3,097人

非常勤職員
20人

救急相談センター
非常勤職員 102人

195人

救急機動部隊 29人

5,888人19,767人

359人

総合指令室
指令管制員 208人 警防部 ●１１９番通報の受付・指令

●救急隊の部隊運用

１１９番通報の受付・指令
救急隊の部隊運用



東京消防庁の救急関連事業予算

◆２０１７年度救急関連事業費（救急隊員の人件費のみ２０１６年度） (単位：億円)

事業内容等 主な内訳 経費

救急隊員の人件費
全人件費を救急隊配置人員で按分したもの。
職員定数18,408人、救急隊配置2,241人
全人件費1,974億円

240.4億円

救急業務費
救急隊運営費・救急活動対策費・救急相談セン
ター・救急需要対策費・高度救急資器材整備費等

14.8億円

応急手当講習普及業務委託
都民に対する応急手当の知識技術の普及業務に
ついて（公財）東京防災救急協会へ委託

5.8億円

救急車の維持費
救急車347台（代替車、特殊救急車7台含む）の維
持管理経費

5.0億円

救急関連研修費
救急救命士養成課程研修・救急救命士就業前研
修・救急救命士処置拡大研修等

2.1億円

救急車の増強 救急車2台の増強 0.4億円
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都民の声（広聴）

２０１６年中の広聴件数は７，５０２件で、救急活動に関連したものは２，８４５件であった。感謝事案が最も多く7割以上を占める。
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意見

感謝

苦情

情報

相談

苦情 8%

問い合わせ 12%

情報+要望+その他 5%

感謝 74%

相談 1%

救急関連
広聴件数（件）

意見 51                
感謝 2,096            
苦情 229               
情報 8                  
相談 40                

問い合わせ 348               
要望 55                

その他 18                

総計 2,845            

【主な内容】
最近頻繁に救急車が来る家の近所に住んでいる。日に何度も救急出場がある。
希望する●●病院の決定まで時間が掛かり過ぎる。

意見・苦情内訳

救急活動に関すること 139件

接遇に関すること 65件

緊急走行に関すること 17件

その他 59件



救急活動の現状
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第１章 救急活動の概要

● 東京の1ヶ月生存率は他都市と比較しやや低い

● 東京での救急車の現場到着時間及び医師への引継までの所要時間は他都市と比較し長い

● 東京において、バイスタンダーによる応急手当実施率は他都市と比較して低い

 救急要請件数は増加傾向にある
 人口１０万人当たりの救急隊数は少ない

一方で・・・

①人口10万人あたり要請件数（件）
（上段夜間人口、下段昼間人口）

②人口10万人あたり救急隊数（隊）
（上段夜間人口、下段昼間人口）

6,205 

5,221 

5,707 

5,227 

5,182 

4,652 

4,781 

8,183 

4,805 

5,618 

4,874 

4,858 

6,098 

5,714 

0 5,000 10,000

1.7

1.9

2.6

2.4

1.8

1.4

1.5

2.2

1.7

2.6

2.2

1.7

1.9

1.8

0.0 1.0 2.0 3.0

東京消防庁

２３区

多摩地区

さいたま市

千葉市

横浜市

大阪市



資料：救急共通フォーマット2015年版、消防庁救急・救助の現況

13.0%

16.4%

14.3%

11.0%

20.7%

11.9%

0% 10% 20% 30%

全国平均

大阪市

横浜市

千葉市

さいたま市

東京消防庁
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救急活動状況の比較

当庁と他都市を比べると、心肺停止傷病者の1ヶ月生存率は全国平均を下回っている。※1

1ヶ月生存率と相関が高いと考えられる指標を比べると、バイスタンダーによる応急手当実施率は低く、救急隊の
現場到着時間・現場出発から医師引継までの所要時間は長くなっており、搬送先選定困難事案の割合は、全国平
均よりも高い。

心肺停止傷病者の
1ヶ月生存率※２

55.8%

55.5%

65.8%

37.8%

55.2%

43.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

③心肺停止傷病者に対
する応急手当実施率

④現場到着時間（分）※3

8.6

7.4

8.9

8.8

8.2

10.7

7 8 9 10 11

⑥現場出発から医師引継
までの所要時間（分）

9.6

9.2

14.5

13.5

19.2

5 10 15 20

半数以上は、救急隊
の到着まで応急手当
が実施されていない

救急車はすぐには
来ない

病院についてもすぐ
には診てもらえない

全国に比べてやや低い

相関が高いと
考えられるもの

3.2%

8.7%

2.0%

10.4%

5.5%

4.5%

0% 4% 8% 12%

⑤搬送先選定困難事案
の割合※4

搬送先がなかなか決
まらないことがある

※1傷病者の搬送後の予後に関する全国的な統計は、心肺停止傷病者の搬送に限られるため、「心肺停止傷病者の１ヶ月生存率」を用いて他都市と比較する
当庁の2016年中の心肺停止傷病者の搬送人員は12,350人で、全搬送人員691,423人の1.8％、重症以上の搬送人員48,237人の25.6％
また、心原性心肺停止傷病者は7,467人で全心肺停止の60.5％、うち目撃ありの心肺停止傷病者は3,560人で全心肺停止の28.8％

※2心肺停止傷病者搬送データで、この場合の1ヶ月生存率とは、一般市民の目撃がある心原性心肺停止傷病者に占める1ヶ月後生存者の割合をいう。④～⑥は全救急搬送データ
※3覚知から現場到着に要する時間、本統計の覚知は入電時刻を指す（総務省消防庁）
※4この場合の搬送先選定困難事案とは、搬送先決定までに照会を4回以上行った事案の割合をいう

（入電～現場到着）



応急手当の知識・ノウハウを持った人を増やす（③－１）

口頭指導により確実に応急手当をしてもらう（③－２）

視点

救急隊を増隊する（②－２）

緊急性の低い救急要請を抑制する（①－１）

要素

緊急性の低い転院搬送を抑制する（①－２）

救急隊を機動的に運用する（②－１）

救急隊が現場に早く着く（④－2）

搬送先病院を早く見つける（⑤－１）

医師に早く引き継ぐ（⑥－２）

アウトカムを高めるためにはどうしたら良いか

① 緊急性の低い救急需要の抑制

② 必要な救急需要に対して、救急隊の機
動的な運用等、適切に対応できる体制
の整備

③ 傷病者の周辺にいる一般市民（バイスタン
ダー）による、迅速かつ適切な応急手当
（ＡＥＤ、心臓マッサージ）

④ 早く現場に駆けつけ、必要な応急処置を
講じる

⑤ 医療機関を傷病者の症状に合わせて迅
速に見つける

⑥ 速やかに病院に搬送し、医師に引継ぐ

組
織
の
戦
略

現
場
の
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス

病院に早く着く（⑥－１）

14

消防隊が応急手当を引き継ぐ（④－1）
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第２章 分析と課題

評価・課題

直近の救急隊が出場中で他の救
急隊が出場することが多い

救急診療体制の充実

・病院到着から医師引継までの統一的なルールがない
・引継から引揚にも時間を要しているケースもあり、今
後理由を明らかにしていく必要がある

口頭指導を１１９番受付時から継続して実施する必
要がある

救命講習の更なる受講促進が必要

#7119の活用が不十分

福祉保健局・医師会
と連携してガイドラインを作成した

増隊には予算（隊員・スペース等）の確保が必要

時間帯や場所による救急需要の変化を適切に予測す
る必要がある

応急手当の知識・ノウハウを
持った人を増やす（③－１）

口頭指導により確実に応急手当
をしてもらう（③－２）

視点

救急隊を増隊する（②－２）

緊急性の低い救急要請を抑制する
（①－１）

要素

緊急性の低い転院搬送を抑制する
（①－２）

救急隊を機動的に運用する（②－１）

救急隊が現場に早く着く（④－２）

搬送先病院を早く見つける（⑤－１）

医師に早く引き継ぐ（⑥－２）

① 緊急性の低い救急需要の
抑制

② 必要な救急需要に対し
て、 救急隊の機動的な
運用等、適切に対応でき
る体制の整備

③ 傷病者の周辺にいる一
般市民（バイスタンダー）
による、迅速かつ適切な
応急処置（ＡＥＤ、心臓
マッサージ）

④ 早く現場に駆けつけ、必
要な応急処置を講じる

⑤ 医療機関を傷病者の症
状に合わせて迅速に見
つける

⑥ 速やかに病院に搬送し、
医師に引継ぐ

組
織
の
戦
略

現
場
の
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス

病院に早く着く（⑥－１）
東京ルールにより、選定困難事案は減少し
搬送距離・時間ともに短縮傾向にある

救急車の適正利用に対する理解が不十分

救急隊の出場頻
度が高い

現場までの距離が長い地域がある

●第２章のまとめ

救急車に代わる手段が定着していない

消防隊が応急手当を引き継ぐ（④－１）
重症事案等において消防隊も出場することで、マン
パワーを発揮した効率的な活動を実施



要素 評価・課題

福祉保健局・医師会
と連携してガイドラインを
作成した

転院搬送の結果、低
緊急・非緊急が半数を
占めている

緊急性の低い転院搬
送を抑制する（①－２）

高齢者の軽症が大きく
増加している

#7119の活用が不十分

緊急性の低い救急要
請を抑制する（①－１）

救急車の適正利用に
対する理解が不十分

①緊急性の低い救急需要の抑制

16

救急車に代わる手段
が定着していない



資料：東京消防庁救急活動の現況、東京消防庁救急相談センター統計

救急搬送に占める高齢者の割合は5割と高く、その救急要請の理由を分析すると、 「自力で歩ける状態でな
かった」が最も多いが、「どこの病院に行けばよいかわからなかった」「病院へ連れて行ってくれる人がいなかっ
た」などの理由から救急要請をしたとの回答も相当数あり、中等症と軽症が大きなウエイトを占めている一因と
考えられる。

今後、地域包括ケアの広がりにより高齢者の在宅療養が増加し、自宅から入院治療のための搬送需要が増
加することが予想されるが、緊急性が低い場合において救急車に代わる搬送手段が定着していない。

高齢者へ対象を絞った＃７１１９の普及啓発が必要である。

①-１-（1） 高齢者が救急車を呼ぶ理由（消防に関する世論調査結果※から）

17



①-１-（2） 高齢者の要請の増加の分析

住宅や高齢者施設からの高齢者の救急要請が増加している。その原因として地域包括ケアにより、それまで
病院に入院していた高齢者が在宅医療のため自宅や施設に移っていることが考えられる。

18

今後は、高齢者や介護ヘルパー、ケアマネージャー等へ重点をおいた普及啓発が必要となる。
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2007年6月1日に救急相談センター（#7119）を運用開始後、軽症の割合は低下し、2013年には51.6％
となったが、近年は再び増加に転じて2016年は54.9％となっており、全国平均と比べると軽症割合は依
然として高い状況である。

資料：東京消防庁救急活動の現況、消防に関する世論調査

①-１-（3） 軽症割合の推移と全国平均との比較
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救急相談センターの運用開始
後、軽症率は低下していたが、
2013年以降上昇している

139,685 238,531 
251,599 219,459 
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14,422 

34,208 
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その他

認知率
救急相談センターの認知率は向
上し、救急相談件数は増加して
いる

救急車の適正利用に関して、今
後更なる普及啓発が必要
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-33,143 -31
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資料：東京消防庁救急活動の現況
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救急搬送人員の内訳を事故種別で見ると、急病、一般負傷及び転院搬送が増加し、交通事故が減少している。
年齢・初診時程度で見ると、65歳以上の高齢者の中等症と軽症が大きなウエイトを占めているのがわかる。

①-１-（4） 需要増加の要因分析

急病による搬送人員
の増加が最も多い
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（非高齢者）18.8%

重症以上（非高齢者）3.8%

軽症（高齢者）9.8%

中等症
（高齢者）14.2%

高齢者の中等症と軽症
が大きく増加している

その他(3.0%)

転院搬送(6.3%)

交通事故(7.0%)

一般負傷(17.5%)

急病(66.2%)

事故種別 年齢・初診時程度別

初診時程度の定義
死 亡：初診時死亡が確認されたもの
重 篤：生命の危険が切迫してるもの
重 症：生命の危険が強いと認められたもの
中等症：生命の危険はないが入院を要するもの
軽 症：軽易で入院を要しないもの



①-２-（1） 転院搬送の実態

41,648 41,728 41,791 43,155 43,217 
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転院搬送件数

年間4万人以上が転院搬送されているが、２０１４年に東京都が実施した転院搬送の実態調査では、救急
車によって転院搬送された半数以上が低緊急、非緊急であると判断された。

（年）

（件）
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緊急 9.8％
（生命危機に瀕して
いる病態等）

準緊急 35.9％
（２時間を目安に生命
予後等に影響）

低緊急 49.9％
（緊急及び準緊急では
ないが診察が必要）

非緊急 2.2％

無回答
2.1％

資料：救急搬送実態調査(2014.12.3～12.10)

東京都の傷病者の搬送及び受入れに関する実施基準に定めた、転院搬送に係る
条件等の運用※を2017年10月から開始する。
今後、実施状況を踏まえて検証を行い適切な運用管理を図っていく必要がある。251隊（2016年）の救急隊のうち、約14隊が転院搬送のみを

行っている計算になる

※ 消防機関が行う転院搬送の要請に関する基準
• 緊急に処置が必要であること
• 要請元医療機関での治療が困難であること
• 他の搬送手段が活用できないと判断されること
上記の条件に該当することと、医師同乗及び転院先の決定、依頼書を作成の要領につ
いて定める。



要素 評価・課題

他都市に比べ救急隊
数、救急隊員数はや
や少なく、出場頻度が
高い

増隊には予算（隊員・ス
ペース等）の確保が必要

救急隊を増隊する
（②－２）

時間帯により救急需要
が変化する地域がある

救急隊を機動的に運
用する（②－１）

時間帯や場所による救
急需要の変化を適切に
予測する必要がある

②必要な救急需要に対して、救急隊の機動的な運用等、適切に対応できる体制の整備
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当庁では２０１６年６月から救急隊を需要の変化に応じて効率的に運用するため、昼間はオ
フィス街（東京駅）、夜間は繁華街（新宿）へ移動する救急機動部隊の運用を開始した。
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②-１-（1） 現場到着時間の短縮 救急隊の機動的運用の取組



②-２-（1） 東京消防庁の救急隊数

出場件数
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救急需要の増
大に伴い、この
20年間で救急
隊数は約1.4倍
となっている。

主に配置人員や運用方法の見
直しなどの内部捻出による増隊

増
員
に
よ
る
増
隊

2015～
資料：東京消防庁救急活動の現況等

251隊(2016)
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救急業務法制化（1963年）以降の救急隊数の推移



②-２-（2） 救急の体制及び予算（他都市比較・人口10万人あたり）

人口１０万人あたりの消防署数、救急隊員の人件費は平均的であり、救急救命士数・１隊平均救急救命士数は平均以上で
あるが、救急車数、救急隊員数はやや少ない。

消防署数（署） 救急隊員数（人）

消防署数は平均的 救急隊員数は
やや少ない

資料：救急共通フォーマット2015年版、各消防局HP等

人件費は平均的

救急隊配置人員の
人件費（億円）
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救急車数（台）

救急車数は
やや少ない

※2016年度の人件費予算を救急隊配置人
員で按分
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※2016年のデータ。
代替車は含まない。
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他の要素は考慮せず
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以上

１隊平均救急救命士数（人）



人口10万人あたり要請件数（件）
（上段夜間人口、下段昼間人口）

資料：救急共通フォーマット（2015年中）、東京都統計年鑑（2008年)等

人口10万人あたり救急隊数（隊）
（上段夜間人口、下段昼間人口）

救急隊1隊の1日あた
り出場件数（件）
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②-２-（3） 他都市との救急要請件数、救急隊数等の比較

当庁と他都市を比べると、救急隊1隊の1日あたり出場件数は大阪市に次いで多くなっている。
その要因として考えられる指標を比べると、人口あたりの要請件数は大阪市に次いで多く、人口あたりの隊数は横浜市

に次いで少ない（多摩地区は最少）。
また、救急隊1隊あたり面積は、２３区は大阪市とほぼ同じだが、多摩地区は市街地が約60%で山林面積が多く、救急隊

1隊あたりの面積は広くなっている。

1.7

1.9

2.6

2.4

1.8

1.4

1.5

2.2

1.7

2.6

2.2

1.7

1.9

1.8

0.0 1.0 2.0 3.0

大阪市に次いで要請
件数が多い

昼間人口あたり救
急隊数は最も少な
い

２３区と多摩地区で
大きく異なる

救急隊の出場頻度は高い

要因として
考えられるもの



要素 評価・課題

口頭指導を１１９番受付
時から継続して実施する
必要がある

口頭指導をすること
で、応急手当の実施
率が高まる

口頭指導により確実に応急
手当をしてもらう（③－２）

③傷病者の周辺にいる一般市民（バイスタンダー）による、迅速かつ適切な応急手当（AED、心
臓マッサージ）
④早く現場に駆けつけ、必要な応急処置を講じる

応急手当受講者
数は全国平均を上
回っている

応急手当の知識・ノウハウを
持った人を増やす（③－１）

何をしたらよい
かわからず、応
急手当を実施
しないと答える
都民が約67％

救命講習の更なる受
講促進が必要

27

消防隊が応急手当を引き継ぐ
（④－１）

ポンプ隊も救急事故現
場に出場

重症事案等において消防隊も出場するこ
とで、マンパワーを発揮した効率的な活
動を実施

救急隊が現場に早く着く
（④－２）

10年前に比
べ、1.3分長い

現場までの距離が長い地域がある

救急隊の出場頻度が高い 直近の救急隊が出場中で
他の救急隊が出場することが
多い



③-１-（1） 応急手当講習受講者数の推移比較（人口１万人あたり）

応急手当講習受講者数は全国平均を上回っているが、応急手当実施率※は全国平均を下回っている。

資料：救急共通フォーマット2015年版、消防庁救急・救助の現況

全国平均, 112 

134

138

全国平均, 146 

大阪市, 102 

112 112
大阪市, 109 

横浜市, 75 

98 103 横浜市, 89 

さいたま市, 178 162

145

さいたま市, 137 

東京消防庁, 191 

204
201

東京消防庁, 196 

2012 2013 2014 2015 （年）

（人）

※本グラフの受講者数は普通救命講習、上級救命講習、応急手当普及員講習、救命入門コースの合計

全国平均, 51.5％,12248件 51.1% 54.2％

全国平均, 55.8％,13672件

大阪市, 40.4％,274件

49.0%

54.8％
大阪市, 55.5％,413件

横浜市, 60.2％,366件 63.6%

67.6％ 横浜市, 65.8％,414件

47.4%

39.2％ 千葉市, 37.8％,48件

さいたま市, 51.5％,153件

51.6%
54.4％

さいたま市, 55.2％,165件

東京消防庁, 42.8％,1239件
41.1％ 41.5％ 東京消防庁, 43.8％,1198件

2012 2013 2014 2015

※この場合の応急手当実施率とは、一般市民の目撃がある心原性心肺停止傷病者に対し応急手当（人工呼吸・胸骨圧迫・AEDによる除細動処置）が実施された割合をいう

（年）

【応急手当講習受講者数】

【応急手当実施率】

横浜市は、応急手
当講習受講者数
は少ないが、応急
手当実施率が突
出して高い

28



③-１-（２）応急手当講習受講者の内訳

教育庁と連携して都立の中学校、高等学校における応急手当講習の受講を促進しており、毎年約6万人の中高生
が受講している。一方で、応急手当奨励制度※1で救命講習受講優良証が交付されている施設の受講者数をみる
と、公共交通機関や公衆の出入りする施設では受講者が多いのに対して、教育機関や保健福祉施設、ビル管理
業、ホテル、町・自治会、商店街等で受講者数が少ない。

受講者数の少ない教育機関、保
健福祉施設、ビル管理、ホテル、
町・自治会、商店街等の受講を促
進するために関係局との連携が
必要である
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16,728 15,932 15,818 
13,398 

5,458 
3,705 3,563 3,198 

1,383 1,244 548 482 375 475 

【救命講習受講優良証が交付されている施設の受講者数（2017年11月までの累計】

※1応急手当奨励制度
交付要件を満たしている事業所に対して消防署長が救命講習受講優良証を交付
交付要件１：救命講習の普及を推進する人（応急手当普及員等）が養成されていること
交付要件２：救命講習修了者が一定割合以上いること

※2タクシー会社等
※3ボーイスカウト連盟等
※4公園、遊園地等

資料：東京消防庁救急活動の現況

（単位：人）

※2 ※3 ※4



消防に関する世論調査（２０１５、２０１６年） 応急手当を実施しない理由

資料：２０１５、２０１６年「消防に関する世論調査」

8.1%

8.1%

16.2%

24.3%

70.3%

86.5%

9.1%

6.1%

9.1%

27.3%

51.5%

66.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他

三角巾などの道具がないから

感染などが心配だから

誤った応急手当をしたら責任を問われそ

うだから

かえって悪化させることが心配だから

何をしたらよいかわからないから

2016

2015

(n=33)

(n=37)

様々な方策により応急手当の実施率の向上を図ってきたが、世論調査の結果、都民の約６７％は何をしたら
よいか分からなかったり、半数以上の都民は悪化させることが心配という理由で応急手当を実施しないと回答
している。

都民への更なる応急手当の普及啓発が課題である。

③-１-（3） 応急手当を実施しない理由
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資料：２０１５年東京消防庁ウツタイン様式統計データ（「ウツタイン様式」とは、心肺機能停止傷病者に関する国際的に統一された統計基準の様式）
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口頭指導なし 口頭指導あり

※1 口頭指導とは、救急車が到着するまでの間に必要な応急手当について、出場中の救急隊等からの電話によるアドバイスを指す。
※2 口頭指導なしとは、救急隊からの電話に応答がない、指導する前に現場到着した等、指導することが物理的に不可能であったものをいう。

応
急
手
当
あ
り

応
急
手
当
な
し

（ｎ=2,734）

口頭指導なしの場合、応急手当は
37.2%にとどまるが、口頭指導をする
ことで54.9%に高まる。

③-２-（１） 口頭指導の実施状況（２０１５年中）

（ｎ=1,708） （ｎ=1,026）

37.2%（635件）

1

62.8%（1,073件）

1

54.9%（563件）

1

45.1%（463件）

1



東京消防庁では、火災等に出場するポンプ車が救急事故現場に出場し、救急隊員にポンプ隊員が加わる
ことで、マンパワーを確保した効率的な救護活動を行う「ＰＡ連携活動」（ポンプ小隊等による迅速な救出・救
護活動）を、2000年4 月1 日から開始している。

資料：東京消防庁救急活動の現況等
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④-１-（1） PA連携による効率的な救護の実施

 ポンプ隊が迅速にバイスタンダーから応急手当を引き継いでいる。
 救急隊員にポンプ隊員が加わることで、マンパワーを確保し、救急隊員が実施する救急処

置や傷病者搬送の支援を実施することにより、効率的な活動を実施している。
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資料：東京消防庁救急活動の現況 33

④-２-（1） 救急活動時間の推移

救急隊1隊あたり出場件数の増加とともに、救急活動時間は延び続けてきたが、2013年をピークに短縮に転じて
いるが救急活動時間中、現場滞在時間及び病院滞在時間（病着～引揚）が大きなウエイトを占めている。

1隊あたり出場件数（件）

道路事情によるところが大
きく、横ばい

近年は短縮傾向にある
が、医療機関からの要請
（結核検査待ちや警察保
護等）で数時間待機するな
ど10年前と比べると10分長
い

近年は短縮傾向にある
が、他都市に比べ長い

東京ルールによって圏域
内受入率が増加したことに
より短縮している

東京ルールにより2013年
をピークに搬送先選定時
間は短縮傾向である

3か年の増隊計画による15
隊の増隊により短縮してい
るが、1隊あたり出場件数
の増加により10年前と比
べて1.3分長い（年）

（分）



④-２-（2） 救急活動時間（覚知～帰署）の比較（２０１５年中）

7.4

8.9

8.8

8.2

10.7

19.5

21.1

24.8

21.8

21.5

9.6

9.2

14.5

13.5

19.2

20.9

42.1

39.6

40.5

48.7

0 20 40 60 80 100 120

大阪市

横浜市

千葉市

さいたま市

東京消防庁

覚知～現着 現場滞在 現発～引継 引継～帰署

覚知～引継：51.4分、覚知～帰署：100.1分

覚知～引継：36.5分、覚知～帰署：57.4分

覚知～引継：39.2分、覚知～帰署：81.3分

覚知～引継：48.1分、覚知～帰署：87.7分

覚知～引継：43.5分、覚知～帰署：84.0分

資料：救急共通フォーマット2015年版

※本統計の覚知は入電時刻を指す（総務省消防庁）、病院到着及び病院引揚時間データはない
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東京は、現場到着時間だけでなく、現場滞在時間を除くすべての活動区分で最長となっている。

救急隊の出場頻度が高まることで直近隊でない隊が出場するケースが増えることが
現場到着時間の延伸要因の可能性がある。



出場～現場到着距離（km）

④-２-（3） 覚知～現場到着が遅い理由

資料：救急共通フォーマット2015年版等
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「覚知～現場到着」時間を分析すると、23区と多摩地区で傾向が異なる。
「覚知～現場到着」時間が遅い理由を、データのある大阪市との比較で分析すると、23区は、1隊あたり面積

は大阪市と同等だが、出場～現場到着距離は0.6km長くなっている。多摩地区は、1隊あたり面積が広く、出場
～現場到着距離が1.2km長くなっている。
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1.7 

1.8 

1.4 

1.5 

2.2

1.7

1.9

1.8

0.0 2.0

人口１０万人あたり救
急隊数（隊）（上段夜間
人口、下段昼間人口）

直近の救急隊が活動
中のため、他の救急
隊が出場した結果、長
い距離を走っている

1隊あたり面積が広く、
現場までの距離が長く
なっている



要素 評価・課題

⑤医療機関を傷病者の症状に合わせて迅速に見つける
⑥速やかに病院に搬送し、医師に引継ぐ

• 東京ルールにより、搬送先病
院の選定にかかる時間は短縮
傾向にある

• 近くの病院に搬送することへの
都民の理解

東京ルールにより搬送距離・時間
ともに短縮傾向にある

東京ルールにより、圏域内
受入率が増加している

搬送先病院を早く見つける
（⑤－１）

医師に早く引き継ぐ（⑥－２）

病院に早く着く（⑥－１）

短縮傾向にあるが、他都市
に比べて時間がかかってい
る

• 病院到着から医師引継までの統一
的なルールがない

• 医師引継から引揚にも時間を要して
いるケースもあり、今後理由を明らか
にしていく必要がある

• 救急診療体制の充実
• 東京ルールにより選定困難事

案は減少傾向にある

36



東京都では、迅速・適切な救急医療の確保に向け、「救急医療の東京ルール※」を定めており、東京消防庁
では、福祉保健局や東京都医師会等と協力・協働して、この取組みを進めており、東京ルールに該当する事
案（選定困難事案）は減少傾向にある。

特に、受入れ可否を3分以内に回答してもらうルールを開始した2013年11月以降は、件数減少が顕著になっ
ている。

37

81.3% 82.3% 83.4% 84.0% 84.6%

86.2%

14,459 14,449 14,058 

9,991 

7,283 
6,625 

62.9% 62.7%
64.0%

69.2%
70.4%

73%

2011 2012 2013 2014 2015 2016

圏域内受入率 事案発生件数(件） 応需率

（年）

⑤-１-（1） 搬送先選定の迅速化（救急医療の東京ルール）

圏域内受入率の増加、東京ルール事案件数の減少、応需率の向上
は、現場滞在時間及び現発～病着時間の短縮につながっている。

21.6 22 22.2 21.5 21.5 21.1

7.9 7.9 8.1 8.3
7.3 7

2011 2012 2013 2014 2015 2016

現場滞在時間 搬送連絡時間

２０１３年１１月
搬送連絡の３分ルール開始

（年）

（単位：件）

資料：東京消防庁救急活動の現況等

※ 医療機関選定において、５か所の医療機関に受入れを断られた場合又は搬送連絡開始からおおむね20分以上経過した場合に、二次医療圏ごとに指定された地
域救急医療センターの調整担当医師に搬送先医療機関の調整を依頼する制度で、2010年7月から全医療圏で運用されている。

【東京ルール件数と圏域内受入率の推移】 【現場滞在時間と搬送連絡時間の推移】

２０１３年１１月
搬送連絡の３分ルール開始



⑤-１-（2） 搬送先選定の課題（受入れ断り理由と応需率）

その他, 35,386 その他, 22,738 

ベッド満床, 28,899 

ベッド満床, 13,065 

適応科目医師不在, 

32,556 

適応科目医師不在, 

21,439 

対応困難（専門外等）, 

71,748 

対応困難（専門外等）, 

62,522 

手不足（手術中等）, 

142,368 

手不足（手術中等）, 

75,862 

2011 2016
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資料：東京消防庁診療情報応需率データ

※ 応需率とは、病院端末情報が「○」（診療可能）の時、救急隊の受け入れ要請に応じ受け入れた率（警防本部から救命センターへの三次対応依頼は除く）をいい、病院情報
入力の適正さを示す

受入れ断り回数は減っており、５年間で応需率※は8.4ポイント改善している。
断り理由は手不足（手術中等）、対応困難（専門外等）、適応科目医師不在、ベッド満床の順となっている。

応需率：75.6％応需率：67.2％

（年）

「断り理由の背景」
• 病院端末情報と受入れ回

答が一致していない
• 医療の専門分化が進み、

何でも診られる医師の確
保が難しい

• 救急医療体制において
は、傷病者を迅速に医療
の管理下に置くことが基本
であるが、専門医による専
門的な治療を常に求める
都民が増加している



⑥-１-（1） 「現発～病院到着」時間・距離の推移

資料：東京消防庁救急活動の現況

（距離：km）

39

医療機関までの搬送距離の延伸に伴い、「現発～病着」時間も延伸傾向にあったが、2010年に東京ルール
の運用が開始され、圏域内受入率が増加したことにより、近年は距離・時間ともに短縮傾向にある。
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⑥-２-（1） 「現場出発～医師引継」が遅い理由

資料：救急共通フォーマット2015年版、東京消防庁救急活動データ（2016年）等

病院到着～医師引継時間（分）

「現場出発～医師引継」が遅い理由をデータのある大阪市との比較で分析すると、病院到着～医師引継まで
に時間を要していることが挙げられるが、消防本部により医師引継時間の取り方に差異が見られる※ 。
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現場出発～医師引継時間（分）

長
い
要
因
と
し
て
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最小値：2.6分
平均：8.3分
中央値：7.9分
最頻値：11分
標準偏差：2.61

搬送先医療機関（搬送人員１０人未満の施設は除く）

最大値：23.8分

・医師引継時間の取り方について、各消防本部の実態を調査する必要がある
・病院到着から医師引継までの統一的なルールがなく、医師への引継前に看護師によるバイタルサイン
の確認や検査が優先されることがあり、医師引継までに時間がかかる一因と考えられる

※東京消防庁：病院到着から医師に症状や実施した処置等の申し送りを終了するまでに要した時間
大阪市消防局：病院到着から医師と傷病者が接触するまでに要した時間



⑥-２-（2）病院滞在時間（医師引継～引揚）が長い理由
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12.9

25.0

23.1

32.1

36.4

大阪市

横浜市

千葉市

さいたま市

東京消防庁

病院到着～引揚時間（分）

医師引継～引揚は、直接的に生存率には影響しないが、迅速に帰署し、次の出場に備える上で重要である。
2015年中の病院滞在時間（病院到着～引揚時間）は平均で36.4分であった。
病院滞在時間が長い理由として、医療機関から検査結果が出るまで待機を求められた（最長351分、結核）、

警察官への保護引継ぎに時間を要した等が主なものである。

○医療機関側の理由※

・ 引継ぎ時に処置困難となる可能性がある場合、他院への転送を考慮して検査結果が出
るまで待機を求められることがあるため

・ 引き継いだ後に病室までの移動を頼まれたり、検査室への移動に救急隊のストレッ
チャーで移動することがあるため

・ 診療受付や救急現場での観察経過の詳細情報の提供など、診療に伴う事務手続きを求
められることがあるため

○救急隊側の理由※

・ 付添人のいない高齢者など、家族への連絡を行う必要があるため
・ 酩酊者等の身元確認及び保護引継ぎのため医療機関へ警察官を要請しているが、到着

まで時間を要することがあるため
・ 引継ぎ後車両動態管理（AVM）システムで「再出場可能」入力した後に活動記録作成等

必要な業務を行うことがあるため

※ 救急隊員の聞き取り調査内容（救急活動のあり方検討会、2017年8月～9月実施）から
資料：東京消防庁救急活動データ（2015年）

長時間を要しているものの中には理由が不明であるものも多数あるため、今後明らかにして
いく必要がある。



評価・課題

直近の救急隊が出場中で他の
救急隊が出場することが多い

救急診療体制の充実

・病院到着から医師引継までの統一的なルールがない
・引継から引揚にも時間を要しており、今後理由を明らかにして
いく必要がある

口頭指導を１１９番受付時から継続し
て実施する必要がある

救命講習の更なる受講促進が必要

#7119の活用が不十分

福祉保健局・医師会と連携してガイドライン
を作成した

増隊には予算（隊員・スペース等）の確保が必要

時間帯や場所による救急需要の変化を適切に
予測する必要がある

重症事案等において消防隊も出場することで、
マンパワーを発揮した効率的な活動を実施

応急手当の知識・ノウハウを
持った人を増やす（③－１）

口頭指導により確実に応急手当
をしてもらう（③－２）

消防隊が応急手当を引き継ぐ（④－１）

救急隊を増隊する（②－２）

緊急性の低い救急要請を抑制
する（①－１）

要素

緊急性の低い転院搬送を抑制
する（①－２）

救急隊を機動的に運用する（②－１）

救急隊が現場に早く着く（④－２）

搬送先病院を早く見つける（⑤－１）

医師に早く引き継ぐ（⑥－２）

組
織
の
戦
略

現
場
の
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス 病院に早く着く（⑥－１）

●第３章のまとめ

救急車の適正利用に対する理解が不十分

救急隊の出場頻度が高い

現場までの距離が長い地域がある
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対応策

・高齢者に重点を置いた#7119
の利用促進
・傷病者のビッグデータ分析に
よる普及啓発の効率化
（Ⅰ）

救急出場のビッグデータ分析
による救急隊の増隊・機動的
運用（Ⅱ）

・救命講習の受講促進
・応急手当の実施率向上
（Ⅲ）

病院や関係局との連携強化
（Ⅳ）
・転院搬送の適正な運用
・搬送先選定の迅速化
・早い引継ぎの働きかけ

第３章 取組の方向性

救急車に代わる手段が定着していない

東京ルールにより選定困難事案は減少し搬送
距離・時間ともに短縮傾向にある
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取組の方向性Ⅰ-１ 高齢者に重点をおいた普及啓発や更なる需要抑制策の検討

取組主体：○東京消防庁、■医療機関、◎都民、●関係機関

取組の選択肢

傷病者のビッグデー
タ分析による普及啓
発の効率化（○◎）

高齢者に重点を置い
た♯７１１９の利用促
進（○■◎●）

取組の内容 効果

• 対象と手段のマッ
チングによる#7119
の認知率の向上、
救急車の適正利用
の促進

• 出場件数の抑制

• ＃７１１９の利用促
進及び救急車の代
替手段の確保によ
る救急需要抑制

課題

• 分析結果の検証が
必要

• 認知率の低い対象
の把握

• 地域包括ケアでの
救急車に代わる搬
送手段の定着

• 高齢者に対象を絞った広報策の展開
（高齢者、介護ヘルパー、民生委員、
地域包括支援センター職員等）

• 地域包括ケア構築における救急車の
代替手段の確保が必要（病院救急車
の共同利用等）

• 傷病者のビッグデータ分析による軽症
割合増加の原因究明

• 対象者や手法を明確化し、訴求力の
高い#7119・救急車の適正利用の普及
啓発を実施



取組の方向性Ⅰ-２ 高齢者に重点をおいた普及啓発

救急相談センター（#7119）の年代別認知度を見ると、60代・70代以上は「知っているが、利用したこ
とはない」と回答した割合は他の年代よりも高かった。また、「知らない」と回答した割合は、他の年代
に比べるとやや低いものの、依然として4割程度となっている。

資料：消防に関する世論調査

人口に占め
る救急搬送

割合

知っていて、利用し
たことがある

知っているが、利用し
たことはない

知らない 無回答

２０代 3.8% 4.9% 32.0% 61.5% 16%

３０代 2.7% 16.0% 34.6% 49.5% 0%

４０代 2.8% 18.0% 35.6% 45.4% 1.0%

５０代 3.7% 13.6% 44.5% 40.9% 0.9%

６０代 5.1% 5.5% 51.5% 38.7% 4.4%

７０代以上 14.0% 6.6% 50.6% 39.5% 3.3%
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○ 知っているが、利用したことはない理由の例
• 知ってはいるがとっさに番号が出ない
• 慌てている時に＃７１１９を思い出せない
• 気が動転して相談する暇がない
• 緊急時に救急相談センターに電話する余裕が

ない

若年者では認知率、救急搬
送割合がともに低いのに対し
て、高齢者では認知率は高い
が、救急相談センターが利用
されておらず、搬送されてい
る割合が高い

家の中の目立つところに貼れ
るステッカー等の、いざという
時に実際に使ってもらえるよ
うな広報ツールや救急アプリ
の導入を検討する必要があ
る



取組の方向性Ⅰ-３ 更なる需要抑制策

救急活動記録のビッグデータを活用し、軽症事案を類型化して分析することで、軽症割合が増加し
ている原因を究明し、効果的な普及啓発をするための対象者や手法を明確にし、訴求力の高い
#7119・救急車の適正利用の普及啓発を実施する。
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解析の全体像

属 性

年齢

男女

要請回数

要請時間帯

地域

症状

状況

関係者

属性分類（例）

実態調査
救急搬送群、自力受診群に対してアンケートを実施。救急車の要請に至ったもしくは至らなかった理由等につ
いて把握し、新たな施策に反映させる。

過去に遡ったデータ分析
過去５年まで遡った救急活動記録及び救急相談センター記録を分析対象とし、類型の経年変化、過去の施策
効果等について分析する。

有識者会議
要介護・高齢者、救急医療、精
神疾患、情報発信等の有識者を
招聘し、各類型に対する救急車
の適正利用に関する働きかけ、
広報の方法等について意見を聴
取し、新たな施策に反映させる。

新たな施策の提示
各類型に対して最も効
果がある施策を提示
し、次年度以降の広報
展開等の検討に資する
ものとする。

今後の取組

救急
搬送
事案

軽症
事案

約76万件

約37万件

緊急性
が低い
と推測さ
れる軽
症事案

約35万件

一部除外※ ｸﾗｽﾀｰ分析等

類型案

・・・

抽出

※緊急度が特に高いと考えられるもの（窒息等）を除外



13.3%

25.7%
28.2%

33.1%

48.2%
46.5%

38.8%

45.1%

42.2%

53.8%

y = 0.126ln(x) + 0.1929

R² = 0.2059
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千

＃７１１９救急相談センターの認知率と広報
救急相談センター広報配布物数 救急相談センター認知率
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取組の方向性Ⅰ-４ 高齢者に重点をおいた普及啓発や更なる需要抑制策の目標

• 東京消防庁救急相談センターの周知には、リーフレット、カードなどの配布物を中心としながら、ＰＲ動画等を作成しイベント等で上映するなど
幅広い層に向けて広報を展開している。

• 東京都統計局の資料では、都内一世帯当たりの居住人員は約2.0人とのことから、認知率が50％を超えると全ての世帯において認知する者が
一人存在する確率が高まると考えられ、認知率の当初目標値を50％と設定した。

• 2016年の世論調査では、認知率は初めて目標の50％を越えたが、残る50％は認知されにくい対象層と推察される。
• 過去10年間の広報により、一定の層には普及したと考えられるが、世論調査の結果から見ると高齢者や若い世代で認知の低い層がある。
• 今後、認知率の伸び率は鈍化が予想されるが、さらに都民が覚えやすい「#7119」を前面に出した広報や、高齢者・若年層に対象を絞った配布

物、動画配信による広報などにも取組むことにより、認知率の目標値（2022年）を60％に設定するとともに、既に認知する層に向けても
利用を促す取組みを検討していく。

※１

（配布部数又は枚数）

資料：認知率は東京消防庁世論調査
※１救急相談センター配布物数は東京消防庁救急部で作成した物に限定 ※２東京消防庁全体で政策的に推進する広報テーマ

2022年 60％2010下半期～政策広報テーマ※２

ＰＲ動画作成（配布数量外）
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取組の方向性Ⅱ-１ 救急隊の増隊・機動的運用

取組主体：○東京消防庁、■医療機関、◎都民、●関係機関

取組の選択肢

救急出場のビッグ
データ分析による救
急隊の増隊・機動的
運用（○）

取組の内容 効果

• 都民ニーズに合っ
た救急業務を展開

• 現場到着時間の短
縮

• 救命効果の向上

課題

• 署所等における必
要な予算（隊員・ス
ペース等）の確保

• 機動的運用を反映
できるシステムが必
要

• 救急出場のビッグデータ分析による、
要請件数が多い地域、１隊あたりの面
積の広い地域、時間帯によって出場件
数が大きく変化する地域を正確に把握
し、救急隊の増隊や機動的運用を検
討していく
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取組の方向性Ⅱ-２ 現場到着時間の短縮（救急隊の増隊、救急機動部隊の運用）

東京消防庁では、現場到着時間の短縮に向け、3か年の増隊計画に基づく「救急隊の増隊」や、時間帯等によって変化
する救急需要に合わせて待機場所を変える「救急機動部隊の運用」（2隊）を行っており、現場到着時間は短縮傾向に転じ
ている。

慢性的に現場到着時間が長い地域
を中心に増隊を検討する必要がある

需要が変化し、機動的運用の効果
が期待できる地域を正確に把握す
る必要がある

【救
急
機
動
部
隊
の
運
用
】

【
救
急
隊
の
増
隊
】

※一年前の同時期と比較



取組の方向性Ⅱ-３ 現場到着時間の短縮 各地域の現場到着時間と救急活動の状況
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現場到着時間の長い地域を分析すると、「①出場件数が多い地域」、「②１隊あたり面積が広い地域」、「③時
間帯によって出場件数が大きく変化する地域」の3つに分類できる。

地域 現場到着時間 1隊あたり出場件数 1隊あたり面積
昼間の

1隊あたり出場件数
夜間の

1隊あたり出場件数
分類

A市 ９．１分 ４，１３６件 １０．２k ２，４７３件 １，６６３件 ①

B区 ８．９分 ３，５００件 ４．８k ２，０４４件 １，４５６件 ①

C市 ８．９分 ２，６８４件 ５．７k １，６０２件 １，０８２件 ③

D市 ８．７分 ３，５９２件 １０．５k ２，０９７件 １，４９５件 ①

E市 ８．５分 ３，５６８件 ８．２k ２，０９８件 １，４７０件 ①

F市 ８．４分 ３，５４４件 ６．４k ２，１３１件 １，４１３件 ①

G市 ８．４分 １，８１１件 ３６．７k １，０９９件 ７１３件 ②

H市 ８．３分 ３，２６５件 ２０．７k １，９３３件 １，３３２件 ①

• 「①出場件数が多い地域」は、慢性的に現場到着時間が長い地域であり、救急隊の増隊を検討していく

• 「②１隊あたり面積が広い地域」、「③時間帯によって出場件数が大きく変化する地域」は、救急活動の
ビッグデータも活用しながら、救急隊の機動的運用を検討していく

※1 １隊あたり出場件数1,000件未満の市区町村を除く
資料：東京消防庁救急活動データ（2016年）
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取組の方向性Ⅱ-４ 救急隊の増隊・機動的運用の目標

２０２０年までに出場
からの現場到着時間
7分を目標とする。

2016年 7.5分⇒ 7分

１ヵ月生存率は心肺停止後、10分を経過すると急
激に低下

バイスタンダーが心肺停止傷病者を発見してから、
処置を開始するまで3 分強かかり※2

一人で胸骨圧迫をする場合、5～6分で身体的な限
界となる※3

当庁では通報の入電から出場まで約3分を要してい
る ※4

※1 救急・救助の現況（2016年版）
※2 東京消防庁救急活動の現況
※3 ＪＲＣ蘇生ガイドライン
※4 東京消防庁救急活動データ

13.3% 13.2%
14.1%

10.7%

4.7%

8.2%
8.7% 9.2%

6.1%

2.2%

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

3分以内 3-5分 5-10分 10-15分 15分以上

1か月後生存率 1か月後社会復帰率

市民目撃ありで救急隊員が心肺蘇生を開始した時間別生存率※1
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取組の方向性Ⅲ-１ 救命講習の受講促進と応急手当の実施率向上

取組主体：○東京消防庁、■医療機関、◎都民、●関係機関

取組の選択肢 取組の内容 効果 課題

応急手当の実施率向
上（○◎）

• 口頭指導による、
応急手当実施率が
向上

• バイスタンダーの不
安の解消

• 通報者の知識不足
や立ち去り

• 口頭指導時の複数
名対応に必要なマ
ンパワーの確保

救命講習の受講促進
（○◎●）

• 事業所及び町会、
学校等への応急手
当奨励制度推進

• 応急手当実施率の
向上

• 自主開催における
講習の質を確保

• 応急手当普及員育
成にかかる人・時
間・コスト

• 自主講習に必要な
資器材の確保

• 既受講者への応急手当意識調査によ
る効果的な指導方策の検討及び実施

• 業態別に応急手当の必要性の優先度
を付けて、より優先度の高い業界を選
定し、関係局と連携したPTにより推進

• 応急手当奨励事業所等の応急手当普
及員による講習の自主開催を可能に
し、事業所及び町会、学校授業などに
おける自主開催を促進

• 口頭指導を１１９番受付時から継続して
実施する体制の検討

• 口頭指導の適切な実施と応急手当の
都民への周知

• 自ら進んで応急手当を行う、動機づけ
となる環境整備（バイスタンダー保険の
周知等）



取組の方向性Ⅲ-２ 適切な応急手当の実施 口頭指導体制の他都市との比較

52

当庁では、心肺停止が疑われる事案については、119番通報時に指令管制員から口頭指導を行った後、出場途上の救急
隊から通報者に電話をし、口頭指導を継続している。一方で、他の消防本部では指令管制員が口頭指導を救急隊到着まで
一貫して継続する取組がある。
※この場合の1ヶ月生存率とは、一般市民の目撃がある心原性心肺停止傷病者に占める1ヶ月生存者の割合をいう。

心停止の原因の分類について、精度に課題があるとされており、総務省消防庁救急業務のあり方に関する検討会におい
て1ヶ月生存率の算出方法等の改善について検討中である。

資料：２０１６年 救急振興財団委託研究事業「通信指令の機能強化－効果的な口頭指導の研究」報告書

東京消防庁 さいたま市

応急手当実施率
（2015年）

43.8％

指令管制員の
人員配置

55.2％

• 全208人(23区と多摩地
区)、4部制で各部52人

• うち、救急救命士は31
人（各部7～8人）

• 全66人、3部制で各
部22人

• うち、救急救命士は
16人（各部5～6人）

119番受付件数
（2016年） 1,508,760件 103,490件

口頭指導の流れ

管制員一人あたり
受付件数（/24h）

千葉市 横浜市 大阪市

71,714件 265,294件 291,797件（2015年）

1ヶ月生存率※

（2015年）

• 指令管制員が実施
後、通話を切断し現場
に向かう救急隊員が
実施

• 心肺停止が疑われる事
案は、119番受信から救
急隊現着まで一貫して
指令管制員が実施

メリット

デメリット

• 救急隊員が状況を確
認しながら的確な指
導ができる

• 通報時に通話を一旦
切断して、出場する救
急隊が行うため口頭
指導が断続する

• 切れ目なしの口頭指
導により応急手当実施
率及び効果が向上

• 指令管制員のマンパ
ワーが必要となり、人
的コスト増加

79.5件 33.1件

20.7％

37.8％

11.0％

65.8％

14.3％

55.5％

16.4％

• 指令管制員が実施後
通話を切断、無線で出
場中の救急隊員に伝
達、救急隊員が実施

• 救急隊員が状況を確
認しながら的確な指
導ができる

• 通報時に通話を一旦
切断して、出場する救
急隊が行うため口頭
指導が断続する

• 指令管制員が実施し応
急手当が継続された時
点で通話切断、現場に
向かう救急隊員も実施

• 切れ目なしの口頭指
導により応急手当実施
率及び効果が向上

• 指令管制員が2～3名
で実施するためマン
パワーが必要、119番
回線が塞がるリスク

11.9％
（心原性確定のみ21.2%）

• 全33人、3部制で各
部11人

• うち、救急救命士は
6人（各部2人）

• 全76人、4部制で各
部19人

• うち、救急救命士は
4人（各部1人）

• 全63人、2部制で1
班32人、2班31人

• うち、救急救命士は
5人（各部2～3人）

10.3件 25.0件25.8件

• 指令管制員が実施し応
急手当が継続された時
点で通話切断、救急隊
は実施しない

• 救急隊は心構えができ
活動準備に専念するこ
とができる

• 指令管制員のマンパ
ワーが必要、救急隊
は現場の状況を直接
把握できない
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57.0%

56.1%

63.2%

60.9% 61.4%

63.8%

64.3%

y = 0.0671ln(x) + 0.5131

R² = 0.9066

50%

55%

60%

65%

70%

75%

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

公共の場における応急手当実施率の推移予測

実施率 対数 (実施率（直近4年）)

2022年 70％

• 応急手当は傷病者の救命に深く関与しており、救命講習の受講促進や事業所等への応急手当奨励制度の推進、バイ
スタンダー保険制度の運用、救急隊による適切な口頭指導の推進により、応急手当実施率の向上を図ってきた。

• 実施率は順調に向上しているものの、近年その伸び率に鈍化がみられる。新たな取組（救命講習の自主開催制度や

口頭指導の見直し）を検討し更なる向上を目指し、より安全・安心な都市を実現し、都市の品質を向上させる
ために公共の場における応急手当実施率を2022年に70％を目標として推進する。

取組の方向性Ⅲ-３ 救命講習の受講促進と応急手当の実施率向上の目標
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取組の方向性Ⅳ-１ 病院や関係局との連携強化に向けた取組の方向性

取組主体：○東京消防庁、■医療機関、◎都民、●関係機関

取組の選択肢 取組の内容 効果 課題

早い引継ぎの働きか
け（○■●）

転院搬送の適正な運
用（○■●）

• 病院滞在時間の短
縮による、速やかな
再出場体制の確保

• 各医療機関の協力
が必要

• 緊急性の低い転院
搬送の抑制

• 各医療機関へのガ
イドラインの周知

搬送先選定の迅速化
（○■◎●）

• ICTを活用し傷病者情報の事前登録や
救急アプリにより傷病者、救急隊、病
院間で情報共有

• 救急医療に関する都民の理解と救急
診療体制の充実

• 病院決定までの時
間短縮による、傷
病者負担の軽減

• 各医療機関の協力
が必要

• 都民の理解
• 救急診療体制の充

実

• 福祉保健局や東京都医師会と連携し
作成したガイドラインの実施状況の検
証

• 都内及び他都市の調査分析により引
継の現状把握

• 福祉保健局や東京都医師会と連携し
た、「医師への早い引継ぎのルール
化」の検討

• 関係局と連携したルールの検証



取組の方向性Ⅳ-２ 病院での早い診察・医療処置 他都市との比較
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病院での早い診察・医療処置を実現するために、福祉保健局や東京都医師会と連携し取り組みを行ってはいるが、更
に改善できる余地がある。

東京 他都市の先進事例

速やかな医師引
継のためのルー
ル

医療情報をリア
ルタイムに共有
できる仕組みづ
くり

・病院が入力した診療情報を、病院や救急隊のモバ
イル端末で確認できる。

・休日全夜間診療事業（福祉保健局）

2015年1月に事業が見直され、応需率や搬送実績
による加算が設定された。

・選定困難事案での東京ルールによる受入先確保

・医師の管理下に置かれるまで救急隊は観察を継続
するとともに、医師に確実な引継ぎを行っており安全
が担保されている

・救急外来で看護師がトリアージを行い、緊急度が高
い場合は優先的に医師引継を行っている病院や、逆
に緊急度が低い場合に医師ではなく看護師に引継ぐ
ことで、病院到着から医師引継までを短くしている病
院がある。

○ 大阪市
• 医師の署名をもらわずに引き継いでいるので、早

い引継ぎが可能

○ 佐賀県「９９さがネット」
・病院からの１日２回の診療情報の精度を補完する
ために、救急隊が搬送実績を随時入力しており、より
正確な診療情報が確認できる。

○ 岐阜県「GEMITS」

・病院が発行するICカードに生年月日、性別、既往
症、投薬歴、アレルギー等を登録し、救急隊も専用の
端末で読み取りができる。

病院毎に事情が
異なり、東京消防
庁管内全域の共
通したルールがな
い

ICTの活用を図る
ことで搬送先選定
の迅速化が図ら
れる

搬送先選定の迅
速化

都立病院（広尾病院、墨東病院、多摩総合医療セン
ター及び小児総合医療センター）に東京ER（総合救
急診療科）を開設し、総合的な救急医療体制の充実
を図っている。

○ 北海道
• 「地域医療再生計画」に基づき、総合的な診療に

対応できる医師の養成に取り組む医療機関を「総
合診療医養成研修センター」に指定し、その運営
に対して支援をしている。

救急診療体制の
充実が必要である



参考資料
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（参考-１）高齢者の受傷事故の状況
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資料：東京消防庁救急活動の現況 58

事故種別で２３区と多摩地区の２０年間の推移を比較すると、急病と一般負傷が増加しており、地域による顕
著な差異は認められない。

（参考-２）救急需要の地域別分析（２３区⇔多摩地区、事故種別）
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（参考-３）救急需要の地域別分析（23区⇔多摩地区、年齢・初診時程度）
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資料：東京消防庁救急活動の現況 59
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関して推移している。

増隊は現場到着時間の短縮効果が認められる。
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（参考-４）救急隊の増隊と現場到着時間の推移



（参考-５） 出場～現場到着距離と1隊あたり面積の区市町村比較

２３区と多摩地区とでは、救急隊がすぐに現場に駆けつけられない要因が異なり、それぞれの状況
に応じた対応策を検討する必要がある。

平均2.5km
（23区2.3km、多摩地区2.9km）

平均7.4㎢
（23区3.6 ㎢ 、
多摩地区16.3 ㎢ ）

１
隊
あ
た
り
面
積(

㎢)

出場～現場到着距離（平均、km）

資料：2015年東京消防庁救急活動データ

61
（※この場合の１隊あたり面積は区市町村の面積÷区市町村の救急隊数、なお面積が100k

直近の救急隊が活動中で、現場に駆けつけられない要因と
なっている可能性があるエリア

救急隊１隊がカバーする面積の広さが、すぐに現場に駆
けつけられない要因となっている可能性があるエリア
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（参考-６）応急手当講習受講者数の推移

各種講習受講者は毎年25万人前後で推移している。

資料：東京消防庁救急活動の現況
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※ 応急手当指導員再講習を除く
応急手当指導員とは・・・都民への応急手当指導に関する所定のカリキュラムを終了した消防職員・消防団員



（参考-７） 1隊あたり要請件数と現着時間の関係

y = 180.13x + 1837.7
R² = 0.5481
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出場～現着時間と１隊あたり要請件数の相関

出場～現着時間と１隊あたり
要請件数は強い相関関係に
あり、

回帰式 y=180.13x+1837.7

においてy（１隊あたり出場件
数）がわかれば、x(出場～現
着時間）を算出することがで
きる。

「１隊あたり要請件数」と「出場～現着時間」の相関関係を分析すると

（単位：件）

（単位：分）

1996年から2016年のデータを使用し単回帰分析
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（参考-８）「出場～現場到着」時間・距離の推移
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資料：東京消防庁救急活動の現況

「出場～現場到着」において、距離と時間は比例している。

（時間：分）
（距離：km）

（年）
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